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事業名 配偶者暴力相談支援対策事業 （所管：子ども福祉課 家庭福祉係）

継続（平成14年度) ※ 婦人保護事業の中の一部

１ 目 的
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」に基づき，相談受付や医学的・心理学的指導

一時保護，自立支援，保護命令にかかる裁判所への提出用書面の提出などの機能をもった女性相談センター
（配偶者暴力相談支援センター）の機能を整備して配偶者からの暴力の防止及び被害者保護を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

配偶者暴力相談支援対策費 県 ・婦人相談員の配置，専門研修会の参加及び活 国 1/2
動費 県 1/2

・心理療法士によるカウンセリング
・宿直員による一時保護者への対応等
・民間施設への一時保護委託

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

配偶者暴力相談支援対策費 13,367 13,367 13,722 97.4

４ 25年度実施計画及び事業実績（婦人保護事業を含む）

事 業 区 分 平成25年度 平成24年度 平 成 23 年 度

１ 婦人保護更生費 電話相談 相談件数 相談件数
来 所 件 来 所 175件
電 話 件 電 話 1,402件
メール等 件 メール等 4件
計 1,903件 計 1,581件

２ 婦人保護費 一時保護 一時保護 一時保護
36件 317日 63件 648日

婦人保護施設収容 婦人保護施設収容(延) 婦人保護施設収容(延)
13人 3,449日 17人 3,104日

６ 女性がいきいきと参画できる社会の実現
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事業名 婦人保護事業 （所管：子ども福祉課 家庭福祉係）

継続（昭和32年度)

１ 目 的
性行又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子（要保護女子）の保護更生や配偶者等からの暴力の

防止及び被害者の保護等を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 婦人保護更生費 県 各関係機関との連絡連携をとるため県内外で 国 1/2
年１～２回研修会等を行い啓蒙を深める。 県 1/2

２ 婦人保護費（一部再掲） 県 要保護女子又は被害者の相談に応じ，指導， 国 1/2
一時保護，情報提供その他の援助を行う。 県 1/2

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

25年度当初 24年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

１ 婦人保護更生費 5,082 5,082 4,987 101.9

２ 婦人保護費（一部再掲） 98,061 98,061 97,045 101.0

計 103,143 103,143 102,032 101.0

４ 25年度実施計画及び事業実績（配偶者暴力相談支援対策事業で計上）

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要
Ⅰ－６ 女性がいきいきと参画できる社会の実現


